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今後の DHEAT 養成研修体制について 

 

【はじめに】 

 DHEAT の研修・訓練の実施については DHEAT 活動要領に位置付けられており、平時

における対応として、（１）DHEAT の養成並びに資質の維持及び向上を図るため、厚生労

働省、国立保健医療科学院、都道府県等は、連携した取組を行う、（２）厚生労働省は、DHEAT

養成研修を実施し、全国の DHEAT の養成並びに資質の維持及び向上を図る、（３）国立保

健医療科学院は、都道府県等に対して技術的支援を行う、（４）都道府県等は、国の実施す

る DHEAT 養成研修及び地方公共団体独自の研修・訓練等により、DHEAT の構成員の養

成並びに資質の維持及び向上を図る、こととされている。 

平成 28年度から DHEAT基礎編研修および高度編研修が実施されており、これまでの研修

成果が実災害の DHEAT活動に表れている一方で、災害対応経験の機会は限られ、そのノウハ

ウや知見は属人的になりがちである。南海トラフ地震、首都直下型地震と広域的な大規模災

害の発生も懸念されるなか、研修により DHEAT人材の裾野を広げ、技能を高めることが喫緊

の課題である。また、DHEATは令和２年７月豪雨災害時に新型コロナウイルス感染症流行下

の自然災害、つまり複合災害での活動を経験した。今後、DHEATには自然災害だけでなくあ

らゆる健康危機発生時のマネジメント支援が求められており、DHEATが習得すべき技能目標

の整理を行い、DHEATの技能目標に基づき実践的で体系的な研修・訓練プログラムおよび研

修テキスト等の教育コンテンツの提案により、DHEAT養成研修の質の向上に寄与することを

目的とする。 

 

【これまでの DHEAT養成研修の内容】 

 DHEAT 制度化の約１年前となる平成２８年度から、全国保健所長会地域保健総合推進事

業として、全国８ブロックで基礎編研修が、国立保健医療科学院で高度編研修がスタートし

た。 

 

○DHEAT基礎編研修 

平成２８年度は全国保健所長会作成の「保健所における災害対応準備ガイドライン」をも

とに、初動から DHEAT受援までの対応研修が行われた。平成２９年度は法的根拠等基礎的知

識の総論と、本部立ち上げ等実践の各論に分けて研修が実施され、研修のポイントを解説し

た「事前学習の手引き」が作成された。平成３０年度からは支援受援の実践に向け、自治体



の医師等を対象としたファシリテーター養成研修を踏まえ全国８ブロックの基礎編研修の

開催と段階を踏んだ研修へと舵を取り、自治体や保健所が市町村とともに行う研修に繋い

でいる。なお、令和２年度は新型コロナウイルス感染症対応のため、規模を縮小し開催され

ている。 

 

 



 

 また、研修資料として、平成29年度地域保健総合推進事業「広域災害時における公衆衛

生支援体制（DHEAT）の普及及び保健所における受援体制の検討事業」（分担事業者⽩

井千⾹先生（枚方市保健所））により、「災害時健康危機管理支援チーム養成研修（基礎

編）事前学習の手引き2018（平成30年3月⽇本公衆衛生協会）」が作成されている。本手

引は、総論（行政の権限と責務・法的根拠について、大規模災害時の公衆衛生対策、支援

者の心得、災害時のマネジメント）、各論（本部立ち上げ、避難所運営、外部支援チーム

活動への対応、スフィアプロジェクト）、資料編から成り立っている。 

 

○DHEAT高度編研修 

 高度編研修も平成28年度から開始され、国立保健医療科学院において企画実施されてい

る。高度編では、受講対象者を都道府県等においてDHEAT活動を中心的に担い、研修や訓

練の企画・実施を担う立場の者とし、一般目標と行動目標を明確に立てている。行動目標

に沿って、災害時保健医療活動を総合的にマネジメントできる研修内容となっている。 

   



  

 

 

 

 



  

 

  

 

 



  

 

 

 

 

 



【現在の DHEAT養成研修体制】 

 現在は、平成31年3月19⽇厚生労働省健康局健康課長通知「平成31年度災害時健康危機

管理支援チーム養成研修について」に基づき、下記の体制で研修が行われている。 

 

 

 

【DHEAT 養成研修の課題】 

 これまでの DHEAT 養成研修の課題として大きく３点挙げられる。まず１点目は、

DHEAT 養成研修受講者の選定と受講者自身の役割の認識である。基礎編研修では令和元

年度から、都道府県内における市町村と連携した災害対応の基礎的研修や訓練の実施を見

据えて研修企画運営担当者およびそのリーダー向けの研修を、高度編研修では基礎編研修

のさらに上位に位置付けられる指導者向けの研修を実施しているが、各研修目的と受講者

の意識にはギャップが感じられる。受講者および受講者を選定する都道府県に対し、改め

て研修受講の意味と役割の認識について周知することが必要である。今後、新たな

DHEAT 運用体制として、災害発生時に都道府県保健医療調整本部において被災保健所支

援活動や保健医療活動チーム等との連携を中心的に担う統括 DHEAT（公衆衛生医師）の

配置を検討しており、都道府県も研修受講者のイメージがより持ちやすくなるのではない

かと思われるが、DHEAT 運用体制と養成研修とを連携して構築していくことも重要と考

える。 



 ２点目は、都道府県内における災害対応研修の充実である。１点目の課題で述べたよう

に、DHEAT 養成研修は基礎編・高度編ともに都道府県内における災害対応（主に受援体

制）研修の実施を見据えているが、都道府県によってその実施状況は異なっている。今後

の支援受援体制の標準化と災害対応力の底上げのため、都道府県や市町村における全国共

通の質と量を担保した研修の企画実施が課題である。 

 ３点目は、DHEAT の立場から、つまり支援の視点からの研修内容の充実である。現

在、基礎編・高度編研修共に受援に重点を置いた研修内容となっている。近年では毎年の

ように全国各地で災害が発生し、これまで DHEAT も実災害で３回の活動実績があるが、

派遣される DHEAT の多くに不安が伴う。支援と受援は表裏一体のものであるが、支援に

は支援の準備やノウハウが存在するため、これまでの DHEAT 活動経験を属人的なもので

終わらせず全国的な DHEAT 活動に活かすためにも、今後出動する DHEAT のためにも、

受援に加え DHEAT の視点による研修も必要であると考える。 

  

【DHEAT に求められる知識・技術】 

 平成 30 年 7 月豪雨災害時に DHEAT の支援を受けた被災自治体の職員へインタビュー

調査を行い（令和元年度厚生労働科学研究費補助金「実践を踏まえた災害時健康危機管理

支援チーム（DHEAT）の質の向上、構成員、受援者の技能維持に向けた研究」（研究分担

者：池邉淑子））、被災自治体からは、各フェーズで起こりうる事象に対する予防的視点で

の助言や提案、災害対応経験のある班員の派遣、被災自治体に対して指導・指摘や指示待

ちではなく、提案や助言を行い DHEAT ができることは自ら行う、という活動が DHEAT

に望まれていることが明らかとなった。また、令和２年７月豪雨災害時に活動した

DHEAT に対するアンケート調査（令和２年度厚生労働科学研究費補助金「実践を踏まえ

た災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）の質の向上、構成員、受援者の技能維持に

向けた研究」（研究代表者：服部希世子））では、実際の活動を経験して必要だった知識・

技術として、以下の５項目に分類できた。①基礎的な知識（CSCATTT、DHEAT の役

割、災害活動における専門用語）、②情報収集・分析、評価の能力（班員１人１人が情報

収集・分析を行い提案する能力、情報から課題を整理できる能力）、③感染症対策を含む

避難所対応の知識、④保健医療活動チームの知識（各チームの役割や活動目的、活動内容

の把握）、⑤交渉力（冷静な議論や提案ができるコミュニケーション技術、外部との交渉

能力など）。総合的なマネジメント支援を担う DHEAT には災害対応、対人スキルを含め

幅広い知識技術が必要とされることが分かり、養成研修の充実強化は喫緊の課題であるこ

とが改めて認識された。またこれら知識・技術に対応する研修内容に加え、本部運営訓練



や DHEAT 構成員同士の連携を深める研修が今後望まれている。 

 

【今後の DHEAT 養成研修体制（案）】 

これまでの DHEAT 養成研修の課題および DHEAT 活動検証（応援側、受援側）を踏ま

え、都道府県・保健所・市町村職員に幅広く、確実に災害対応の基礎知識と DHEAT によ

る応援・受援の知識が身に着くこと、また保健医療調整本部において保健医療活動チーム

と連携し管理的な立場を担う DHEAT 構成要員の育成を目的に、以下のとおり今後の

DHEAT 養成研修体制を提案する。 

 

（図）今後の DHEAT 養成研修体制（案） 

 

 今後の DHEAT 養成研修体制の提案のポイントは３つである。１つ目は、現在、都道府

県内における災害対応研修は、DHEAT 養成研修受講者による持ち帰り研修の形を取って

おり、これは都道府県内や保健所管内の関係者の平時における連携構築のために必要であ

る。この都道府県主導による研修に加えて、全国的な災害対応能力を担保するために

DHEAT 養成研修として都道府県内職員向けの研修実施を提案する。対象とする人数が大

幅に増えることから、事前学習とオンライン研修を組み合わせ実施する。 

 ２つ目は、コロナ禍前は全国保健所長会のブロックごとに基礎編研修が実施されていた

ことから、この基礎編研修をブロック研修と位置付け、保健医療活動チームとの連携を含

めブロック単位で支援と受援を総合的に研修できる内容とすることを提案する。支援と受

援を合わせると研修内容が多岐に渡ることから、２⽇間の研修にするなど工夫を要する。 

 ３つ目は、基礎編研修の企画運営リーダー研修を高度編研修に一本化し、都道府県にお



いて統括的な役割を担う DHEAT を集団として明確化したうえで、このリーダー集団に対

して継続的な人材育成を担う研修とすること、また高度編研修の受講者はブロック研修の

企画運営に携わるものとすることを提案する。 

 以下に、各研修の目標や対象者等の比較、各研修の研修内容（案）を示す。 

 

 

  



 
【おわりに】 

 コロナ禍において、都道府県では市町村と連携し災害時の避難所等における感染症対策

や多様な避難形態の確保に力を入れており、コロナ禍以前と比べ平時の災害への備えに対

する市町村の意識の高まりと地域での連携が進んでいる。これを機会に今後の全国的な災

害対応能力向上に繋げることが重要である。 

研究班が行った令和３年８月の大雨で被害を受けた自治体職員への調査では、DHEAT

養成研修で学んだ基礎的な災害対応の知識（CSCAHHHH、クロノロジーによる情報共有

など）やアクションカードに基づいた初動の組織づくりなどが、コロナ対応にも有効であ

ったという意見が挙げられた。自然災害と感染症パンデミックでは起こってくる事象や課

題が異なるが、自然災害は毎年発生しており、また行政職員の貴重な人材も限られること

から、DHEAT 養成研修を強化することで自然災害対応を中心とした健康危機管理対応能

力の向上と地域間・団体間の連携を深めることが、他の健康危機管理対応にも充分に有効

であると考える。 


